
 

 

 

 

フェニックス３期神戸沖埋立処分場（仮称）設置事業に係る 

計画段階環境配慮書に対する環境大臣意見 

  

本事業は、広域臨海環境整備センター法（昭和56年法律第76号）（以下「センター法」と

いう。）に基づき、廃棄物の適正な海面埋立てによる処理及びこれによる港湾の秩序ある整

備を図るため、広域処理場整備対象港湾である大阪港、堺泉北港、神戸港及び尼崎西宮芦屋

港において廃棄物の処分と港湾の整備を行う大阪湾フェニックス事業の一環として、大阪湾

広域臨海環境整備センター（以下「事業者」という。）が兵庫県神戸市地先の神戸港に面積

約75haの廃棄物最終処分場を設置するものである。 

本事業により埋め立てられることが想定されている近畿圏内の広域処理対象区域におい

て生じる廃棄物は、府県の区域を超えた処理が適当とされており、対象区域の地方公共団体

等の排出者からの委託に基づき、本事業者が最終処分を行っている。 

本事業を実施する神戸港を含むこれら広域処理場整備対象港湾が存する海域は、「瀬戸内

海環境保全臨時措置法第13条第1項の埋立てについての規定の運用に関する基本方針につい

て」（答申）（昭和49年5月9日瀬環審第12号：以下「埋立の基本方針」という。）に沿って埋

立てを厳に抑制すべきとされている海域であり、埋立てについて環境保全上特別な配慮が必

要である瀬戸内海に位置し、かつ、事業実施想定区域及びその周辺において、水質のCOD、

全りんに関する環境基準値を上回る地点が現に存在していることから、本事業による埋立て

及び排水等により潮流・水質・生態系等への影響が懸念される。 

また、埋立の基本方針に加えて、瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和48年法律第110号）

第３条に基づく瀬戸内海環境保全基本計画（平成27年２月27日全部変更閣議決定）において

は、廃棄物の発生抑制、再使用、再生利用（３Ｒ）の促進、処理施設の整備等の総合的施策

を推進することにより、廃棄物としての要最終処分量の減少等を図るものとされており、対

象区域の地方公共団体で組織する大阪湾広域処理整備促進協議会（以下「促進協」という。）

においては減量化目標を定めるなどの取組みが行われてきたが、現状では、促進協における

廃棄物の減量化目標が平成28年度以降定められていない。さらに、広域処理対象区域を含む

２府４県（滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県）における一般廃棄物のリ

サイクル率は全国平均よりも低く、一人当たりの一般廃棄物の最終処分量では全国平均を上

回っている。よって、廃棄物の適正処理を確保しつつ、安易な最終処分を避け、今後の埋立

てを必要最小限にして瀬戸内海の環境を保全するためには、本事業者による環境配慮はもと

より、促進協を構成する地方公共団体等の排出者が、政府が定める瀬戸内海環境保全基本計

画や廃棄物処理基本方針（平成28年１月21日策定）等を踏まえ、廃棄物の発生抑制、リサイ

クル率の向上、最終処分量の減量化等の計画的な推進と着実なPDCAを実施することが重要で

ある。 

 

これらを踏まえ、本事業計画の更なる検討に当たっては、以下の措置を適切に講ずること。 

 

１．総論 

（１）累積的影響 

  事業実施想定区域の東側に２期神戸沖埋立処分場が位置しており、当該処分場におけ

る埋立てに伴う排水と、本事業の護岸工事に伴う水の濁りが同時期に発生することが想



 

 

 

 

定されるため、水環境並びに水環境の変化に伴う動物、植物及び生態系への累積的な影

響が懸念される。このため、２期神戸沖埋立処分場における排水状況を踏まえ、水環境

並びに水環境の変化に伴う動物、植物及び生態系への累積的な影響について、適切に調

査、予測及び評価を行い、その結果を踏まえ、工事計画を検討すること。 

 

（２）環境保全措置の検討 

  環境保全措置の検討に当たっては、環境影響の回避・低減を優先的に検討し、代償措

置を優先的に検討することがないようにすること。 

 

（３）排出者との連携・協力等 

瀬戸内海環境保全基本計画や廃棄物処理基本方針等の政府の方針も踏まえ、廃棄物の

適正処理を確保しつつ、安易な最終処分を避けるために、広域処理対象区域において、

更なる廃棄物の発生抑制やリサイクルの計画的な推進により、最終処分量の減量化が図

られるよう、排出者との連携・協力等を最大限追求すること。 

 

 

２．各論 

（１）水環境に対する影響 

  事業実施想定区域及びその周辺において、水質のCOD、全りんに関する環境基準値を

上回る地点が現に存在しているところ、本事業の実施に伴い、工事による水質汚濁の発

生、埋立地の存在による潮流の変化、廃棄物最終処分場からの有害物質、SS、栄養塩類

等を含む浸出液処理水の排出による貧酸素水塊の発生等、水環境への影響が懸念され

る。このため、水環境に関する調査を行い、詳細な潮流及び水質シミュレーションによ

り影響を定量的に把握した上で、環境影響を評価すること。また、その結果を踏まえて、

工事中の濁水処理について所要の措置を講じるとともに、現行の２期神戸沖埋立処分場

と同等以上の排水に係る管理目標値の設定及び排水処理の実施により、水環境への影響

を回避又は極力低減すること。 

 

（２）動物、植物、生態系に対する影響 

  本事業の実施に伴い事業実施想定区域内では埋立てが行われ、事業実施想定区域周辺

の海域では水環境の変化による動物、植物及び生態系への影響が懸念されるため、既存

調査に加えて事業実施想定区域及びその周辺における動物、植物及び生態系に関する調

査、予測及び評価を行うこと。また、その結果を踏まえて、所要の措置を講じ、動物、

植物及び生態系への影響を回避又は極力低減すること。 

 

 

以上の検討の経緯及び内容については、方法書以降の図書に適切に記載すること。 

 

 


